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北海道告示第159号
次のとおり一般競争入札（以下「入札」という。）を実施する。
なお、この入札に係る調達は、地方公共団体の物品等又は特定役務の調達手続の特例を定

める政令（平成７年政令第372号）の適用を受ける。
　　令和８年４月３日
	 北海道知事　鈴　木　直　道
１　入札に付する事項
　⑴　�調達をする特定役務の名称及び数量	

北海道総合行政情報ネットワーク衛星無線設備更新整備工事
　⑵　調達をする特定役務の仕様等　　入札説明書による。
　⑶　契 約 期 間　　契約締結日の翌日から令和10年３月５日まで
　⑷　履 行 場 所　�　北海道庁本庁舎、各総合振興局、振興局、道内市町村及び５

つの出先機関
２　入札に参加する者に必要な資格
　⑴�　単体企業又は特定建設工事共同企業体であること。（単体企業の要件は⑵、特定建設

工事共同企業体の要件は⑶に定める。）
　⑵　単体企業の要件
　　ア�　令和８年度に有効な道の競争入札参加資格のうち特定役務（電気工事）の資格及

び建設業法（昭和24年法律第100号。以下「法」という。）に規定する「電気工事業」
の許可を有すること。

　　イ�　道が行う指名競争入札に関する指名を停止されていないこと。
　　ウ�　暴力団関係事業者等であることにより、道が行う競争入札への参加を除外されてい

ないこと。
　　エ�　北海道における「電気工事」の競争入札参加資格がＡ等級に格付されていること。
　　オ�　アの資格審査の際における客観的審査事項について算定した評定数値が、1,000点

以上であること。
　　カ�　会社更生法（平成14年法律第154号）に基づく更生手続開始の申立て及び民事再生

法（平成11年法律第225号）に基づく再生手続開始の申立てがなされている者につい
ては、手続開始決定後の北海道競争入札参加資格の再審査結果を有していること。

　　キ�　法第３条第１項第２号に規定する特定建設業者であること。
　　ク�　過去15年間に、国、都府県が発注した「衛星無線設備整備工事」を元請として施工

した実績を有すること。
　　　　なお、当工事は一括して施工したものに限定しない。
　　ケ�　次に掲げる基準を全て満たす監理技術者又は主任技術者若しくはこれと同等以上の

資格を有する技術者及び技術者と同程度の資格を有し、技術者を補佐する補佐人を本

第６９６号令和８年（2026年）４月３日（金曜日）

毎 週 火 ・ 金 曜 日 発 行

1北　　海　　道　　公　　報

目　　　　　　　　　　次 ページ

北海道公報
発行　北 海 道
編集　総 務 部
　　　行 政 局
　　　文 書 課



工事に専任で配置できること。
　　　ア　法第26条に規定する者であること。
　　　イ�　第１級総合無線通信士、各級陸上無線技術士又は第１級陸上特殊無線技士のいず

れかの資格を有すること。
　　　ウ�　入札参加資格審査申請書等の提出日以前に３か月以上の雇用関係にある者である

こと。
　　コ　現場代理人を工事現場に専任で配置できること。
　　サ　複数の担当技術者を配置できること。
　　シ�　本工事に係る設計業務等の受託者でないこと、又は当該受託者と資本関係若しくは

人的関係がないこと。
　　　　なお、本工事に係る設計業務等の委託業者は、株式会社通電技術である。
　　ス�　入札に参加しようとする者の間に、資本関係又は人的関係がないこと。（資本関

係又は人的関係のある者の全員が共同企業体の代表者以外の構成員である場合を除
く。）

　⑶　特定建設工事共同企業体の要件
　　ア　共同企業体は、⑵のコ及びサの要件を満たしていること。
　　イ　構成員の数は、２社又は３社であること。
　　ウ�　構成員は、発注工事に対応する建設業法の許可業種につき、許可を受けてから営業

年数が２年以上の単体企業又は協業組合であること。
　　エ�　構成員は、⑵のアからエまで及びカからケまで並びにシ及びスの要件を満たしてい

ること。ただし、構成員の数が３社の場合の⑵のケの要件は、２社以上が満たすこと
とする。

　　オ�　各構成員の出資比率は、均等割の10分の６以上であること。
　　カ�　共同企業体の代表者は、⑵のアの資格審査の際における客観的審査事項について算

定した評定数値が1,000点以上で構成員中最高であり、かつ、出資比率が構成員のな
かで最大であること。

　　キ�　構成員は、⑵のアの資格審査の際における客観的審査事項について算定した評定数
値が830点以上であること。

　　ク�　本工事の入札に参加する共同企業体の構成員は、単体企業、他の共同企業体の構成
員又は協同組合等の構成員として参加する者でないこと。

３　条件付一般競争入札参加資格の審査
　⑴�　この入札は、地方自治法施行令（昭和22年政令第16号。以下「政令」という。）第

167条の５の２の規定による条件付一般競争入札であるので、入札に参加しようとする
者は、アからウまでに定めるところにより、２に掲げる資格を有するかどうかの審査を
申請しなければならない。

　　ア�　申 請 の 時 期　�　令和８年４月３日（金）から同月17日（金）まで（日曜日及
び土曜日を除く。）の毎日午前９時から午後５時まで

　　イ　申 請 の 方 法　�　申請書類の提出先の指示により作成した申請書類を持参によ
り提出しなければならない。

　　　　　　　　　　　　　　なお、提出にあっては、必ず電話にて事前予約を行うこと。
　　ウ　申請書類の提出先　　�郵便番号 060－8588　札幌市中央区北３条西６丁目	

北海道総務部イノベーション推進局情報政策課
　⑵　審査を行ったときは、審査結果を申請者に通知する。
４　契約条項を示す場所
　　北海道総務部イノベーション推進局情報政策課
５　入札執行の方法、場所及び日時
　⑴　入 札 方 法　�　初度の入札書提出時に工事費内訳書（以下「内訳書」とい

う。）を提出すること。
　　　　　　　　　　　　　�　なお、内訳書の提出がない場合や、内訳書の内容を確認する

入札において、内訳書に不備等がある場合は、当該入札は無効
となり、また、再度入札を行う場合にあっては、再度入札に参
加できないこととなるので注意すること。

　⑵　入 札 場 所　�　札幌市中央区北３条西７丁目　北海道庁別館４階出納局入札
室（送付による場合は、郵便番号 060－8588　札幌市中央区北
３条西６丁目　北海道総務部イノベーション推進局情報政策
課）

　⑶�　入 札 日 時　�　令和８年５月13日（水）午前10時（送付による場合は、同月
８日（金）午後５時までに必着）

　　　　　　　　　　　　　�　また、送付による場合は、郵便法（昭和22年法律第165号）
第47条に規定する配達証明により、入札書のほか、上記条件付
一般競争入札参加資格審査結果通知書の写し及び内訳書を同封
し、封筒に「北海道総合行政情報ネットワーク衛星無線設備更
新整備工事入札書等」と朱書きすること。

　⑷　開 札 場 所　　⑵に同じ。
　⑸　開 札 日 時　　⑶に同じ。
６　入 札 保 証 金
　　平成16年北海道告示第448号の１の⑴による。
７　契 約 保 証 金
　⑴�　契約を締結する者は、契約金額の100分の10に相当する額以上の契約保証金又はこれ

に代える担保を納付すること。ただし、北海道財務規則（昭和45年北海道規則第30号。
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　　�以下「財務規則」という。）第171条の定めるところにより契約保証金の納付を免除さ
れた者はこの限りではない。

　⑵�　契約保証金の納付の免除、納付方法等は、政令第167条の16、財務規則第171条及び第
172条の定めるところによる。

８　入札説明書の交付に関する事項
　⑴　交付場所及び期間　　３の⑴のア及びウに同じ。
　⑵　交 付 方 法　　⑴の場所で交付する。
　　　　　　　　　　　　　�　なお、北海道総務部イノベーション推進局情報政策課の

ホームページ（https://www.pref.hokkaido.lg.jp/sm/jsk/index.
html）においてダウンロードすることができる。

９　落札者の決定方法及び契約書作成の要否
　　平成16年北海道告示第448号の２の⑴のア及び３の⑴による。
10　落札者と契約の締結を行わない場合
　�　落札者が暴力団関係事業者等であることにより道が行う公共事業等から除外する措置を
講ずることとされた場合は、当該落札者とは契約の締結を行わない。
11　最 低 制 限 価 格
　　政令第167条の10第２項の規定により、最低制限価格を設定している。
12　そ の 他
　　平成16年北海道告示第448号の４によるほか、次による。
　⑴�　「衛星無線設備整備工事」とは、自治体衛星通信機構（LASCOM）が運営する地域

衛星通信ネットワークによる、都府県庁局等の衛星地球局及び市町村局等のVSAT局を
整備し、音声、ファクス等の個別通信のほか、統制を担う一事業所から、遠隔による設
備全体の監視等が行えるよう整備した工事である。

　⑵　入札の執行回数は、原則３回までとする。
　⑶�　開札の時（落札者の決定前まで）において、２に規定する資格を有しないもののした

入札、財務規則第154条各号に揚げる入札及びこの公告に定める入札に関する条件に違
反した入札は、無効とする。

　⑷　入 札 書 記 載 金 額
　　�　落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の100分の10に相当する

額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端数を切り捨てた金
額）をもって落札金額とするので、入札に参加する者は、消費税等に掛かる課税事業者
であるか免税業者であるかを問わず、見積もった契約金額の110分の100に相当する金額
を入札書に記載すること。

　⑸　消費税等課税事業者等の申出
　　�　落札者となった者は、落札決定後速やかに消費税等の課税事業者であるか免税事業者

であるかを申し出ること。ただし、落札者が特定建設工事共同企業体の場合であって落
札者である特定建設工事共同企業体のその構成員の一部に免税事業者がいるときは、共
同企業体消費税等免税事業者申出書を提出すること。

　⑹　契約に関する事務を担当する組織
　　ア　名 称　　北海道総務部イノベーション推進局情報政策課
　　イ　所 在 地　　郵便番号 060－8588　札幌市中央区北３条西６丁目
　　ウ　電 話 番 号　　011－204－5173
13　Summary
　Ａ　�Nature and quantity of the services to be procured : Renewal and Improvement 

Work for the Satellite Radio Equipment of the Hokkaido General Administrative 
Information Network

　Ｂ　�Bid tendering date and time : 10 : 00 A.M., May 13, 2026
　　（If mailed, bids must arrive no later than 5 : 00 P.M., May 8, 2026）
　Ｃ　�Contact： Information Policy Planning Division, Bureau of Innovation Promotion, 

Department of General Affairs, Hokkaido Government, Kita 3-jo Nishi 6-chome, 
Chuo-ku, Sapporo 060-8588 Japan

　　　Phone : 011-204-5173

北海道告示第160号
　救急病院等を定める省令（昭和39年厚生省令第８号）第１条第１項の規定による次の救急
病院から、同項の申出を撤回する旨の届出があった。
　また、届出のあった救急病院の申出書は、北海道保健福祉部地域医療推進局地域医療課に
備え置いて縦覧に供する。
　　令和８年４月３日
	 北海道知事　鈴　木　直　道
１　名 称　　独立行政法人労働者健康安全機構北海道中央労災病院
２　所在地　　岩見沢市４条東16丁目５番地

北海道告示第161号
　昭和62年北海道告示第1770号（救急病院及び救急診療所の認定）の一部を次のように改正
する。
　　令和８年４月３日
	 北海道知事　鈴　木　直　道
　札幌市の項社会医療法人仁陽会西岡第一病院の事項及び医療法人五輪橋整形外科病院の事
項中「令和８.３.31」を「令和11.３.31」に改める。
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　小樽市の項医療法人たんぽぽ会島田脳神経外科の事項中「令和８.３.31」を「令和
11.３.31」に改める。
　帯広市の項社会医療法人北斗北斗病院の事項中「令和８.３.31」を「令和11.３.31」に改め
る。
　北見市の項オホーツク勤医協北見病院の事項中「令和８.３.31」を「令和11.３.31」に改め
る。
　岩見沢市の項独立行政法人労働者健康安全機構北海道中央労災病院の事項を削り、岩見沢
市立栗沢病院の事項中「令和８.３.31」を「令和11.３.31」に改める。
　網走市の項医療法人社団網走中央病院の事項中「令和８.３.31」を「令和11.３.31」に改め
る。
　留萌市の項社会医療法人孝仁会留萌セントラルクリニックの事項中「令和８.３.31」を「令
和11.３.31」に改める。
　苫小牧市の項医療法人同樹会苫小牧病院の事項中「令和８.３.31」を「令和11.３.31」に改
める。
　滝川市の項医療法人翔陽会滝川脳神経外科病院の事項中「令和８.３.31」を「令和
11.３.31」に改める。
　岩内町の項中「令和８.３.31」を「令和11.３.31」に改める。
　むかわ町の項中「令和８.３.31」を「令和11.３.31」に改める。
　音更町の項医療法人社団翔嶺館音更宏明館病院の事項中「令和８.３.31」を「令和
11.３.31」に改める。
　中標津町の項中「令和８.３.31」を「令和11.３.31」に改める。

北海道告示第162号
　土地改良法（昭和24年法律第195号）第30条第２項の規定により、次のとおり土地改良区
の定款の変更を認可した。
　　令和８年４月３日
	 北海道知事　鈴　木　直　道
　認可年月日	 土 地 改 良 区 名
　令和８.３.24	 沼田町土地改良区
　同	 上磯土地改良区

北海道告示第163号
　土地改良法（昭和24年法律第195号）第48条第１項の規定により、令和８年３月24日、空
知川上流土地改良区の行う土地改良（維持管理）事業の土地改良事業計画の変更を認可し
た。

　この認可については、この告示の日の翌日から起算して６か月以内に、北海道（訴訟にお
いて北海道を代表する者は、北海道知事となる。）を被告として、当該認可の取消しの訴え
を提起することができる。
　　令和８年４月３日
	 北海道知事　鈴　木　直　道
北海道告示第164号
　大雪土地改良区、永山土地改良区、旭川土地改良区、美瑛土地改良区及び幌加内土地改良
区の合併により、令和８年４月１日、永山土地改良区、旭川土地改良区、美瑛土地改良区及
び幌加内土地改良区は解散した。
　大雪土地改良区は、合併後存続し、定款を変更した。
　　令和８年４月３日
	 北海道知事　鈴　木　直　道

北海道告示第165号
　美瑛川地区土地改良区連合は、土地改良法（昭和24年法律第195号）第83条の２第１項の
規定により解散した。
　大雪土地改良区は、当該連合の事業を行うこととする定款の変更を行い、当該連合の権利
義務を承継した。
　　令和８年４月３日
	 北海道知事　鈴　木　直　道

北海道告示第166号
　土地改良法（昭和24年法律第195号）第84条において準用する同法第30条第２項の規定に
より、令和８年４月１日、大雪土地改良区連合の定款の変更を認可した。
　　令和８年４月３日
	 北海道知事　鈴　木　直　道

北海道告示第167号
　土地改良法（昭和24年法律第195号）第88条第１項の規定により、次の地区について道営
土地改良事業の土地改良事業変更計画を定めた。
　その関係書類は、令和８年４月４日から20日間、一般の縦覧に供する。
　なお、この計画の変更については、縦覧期間満了の日の翌日から起算して15日以内に北海
道知事に審査請求をすることができる。
　また、この計画の変更については、この告示の日の翌日から起算して６か月以内に、北海
道（訴訟において北海道を代表する者は、北海道知事となる。）を被告として、当該計画の
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変更の取消しの訴えを提起することができる。
　　令和８年４月３日
	 北海道知事　鈴　木　直　道
　地　　区　　名　　事業の種類　縦 覧 場 所
　標 茶 西 部　　区 画 整 理　北海道釧路総合振興局のウェブサイト
　標 茶 北 部　　同 　　　　同 　

北海道告示第168号
　昭和36年北海道告示第1228号（海岸保全区域の指定）の一部を次のように改正する。
　その関係図面は、北海道建設部建設政策局維持管理防災課及び北海道胆振総合振興局室蘭
建設管理部に備え置いて縦覧に供する。
　　令和８年４月３日
	 北海道知事　鈴　木　直　道
　第９項の表日高胆振沿岸の部⑻鵡川海岸の款鵡川町の項中１の事項を次のように改める。
なお、鵡川町をむかわ町に改めて記載する。
１�　鵡川地区海岸及び田浦地区海岸の次の基点Ⓐから基点Ⓘまでの各点を順次に結ぶ線、基
点Ⓐと補点①を結ぶ線、補点①から補点④までの各点を順次に結ぶ線及び基点Ⓘと補点④
を結ぶ線によって囲まれた区域
　　基点Ⓐ�　勇払郡むかわ町駒場 86 番の南角（座標値X=－158,327.00、Y=－28,027.00）の

地点
　　基点Ⓑ　基点Ⓐから方向角309度05分18秒の方向251.21ｍの地点
　　基点Ⓑ’基点Ⓑから方向角308度11分30秒の方向12.13ｍの地点
　　基点Ⓒ　基点Ⓑ’から方向角230度02分28秒の方向42.09ｍの地点
　　基点Ⓓ　基点Ⓒから方向角308度11分30秒の方向287.98ｍの地点
　　基点Ⓔ　基点Ⓓから方向角227度10分25秒の方向7.14ｍの地点
　　基点Ⓕ　基点Ⓔから方向角298度40分07秒の方向656.00ｍの地点
　　基点Ⓖ　基点Ⓕから方向角299度01分33秒の方向164.00ｍの地点
　　基点Ⓗ　基点Ⓖから方向角299度01分33秒の方向146.82ｍの地点
　　基点Ⓘ　基点Ⓗから方向角298度23分52秒の方向1,032.52ｍの地点
　　補点①　基点Ⓐから方向角228度41分29秒の方向330.00ｍの地点
　　補点②　基点Ⓔから方向角227度21分21秒の方向271.01ｍの地点
　　補点③　基点Ⓖから方向角202度45分50秒の方向212.64ｍの地点
　　補点④　基点Ⓘから方向角199度27分40秒の方向307.14ｍの地点

北海道告示第169号

　建設業法（昭和24年法律第100号）第28条第３項の規定により、次のとおり営業の停止を
命じた。
　　令和８年４月３日
	 北海道知事　鈴　木　直　道
１　処 分 を し た 年 月 日　　令和８年３月14日
２　処 分 を 受 け た 者
　⑴　商号及び代表者の氏名　　株式会社Ｓ・Ｈ工業　佐々木　強
　⑵　主たる営業所の所在地　　二海郡八雲町落部748番地14
　⑶　建設業の許可の番号　　（般－２）渡第4493号
３　処 分 の 内 容
　⑴�　営 業 停 止 の 範 囲　�　地域、業種、公共・民間工事の範囲を限定せず、営業の全

部停止
　⑵　営 業 停 止 の 期 間　　令和８年３月26日から同年４月１日までの７日間
４　処分の原因となった事実　　上記の者が建設業法第28条第１項第２号に該当した。

北海道告示第170号
　次のとおり一般競争入札（以下「入札」という。）を実施する。
　なお、この入札に係る調達は、地方公共団体の物品等又は特定役務の調達手続の特例を定
める政令（平成７年政令第372号）の適用を受ける。
　　令和８年４月３日
	 北海道知事　鈴　木　直　道
１　入札に付する事項
　⑴　調達をする物品等の名称及び数量
　　　道営住宅管理システムサーバ機器等の賃貸借　一式（１月当たりの単価）
　⑵　調達をする物品等の仕様等　　仕様書による。
　⑶　契 約 期 間　�　令和８年８月１日から令和13年７月31日まで
　　　　　　　　　　　　　�　なお、この契約は、地方自治法（昭和22年法律第67号）第

234条の３に規定する長期継続契約であるので、この契約に要
する経費の歳入歳出予算の減額又は削除があった場合には、こ
の契約を解除することができる旨の特約を付している。

　⑷　納 入 場 所　　仕様書による。
２　入札に参加する者に必要な資格
　　次のいずれにも該当すること。
　⑴�　令和８年度に有効な道の競争入札参加資格のうち、物品の賃貸借（電子計算機）の資

格を有すること。
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　⑵　道が行う指名競争入札に関する指名を停止されていないこと。
　⑶�　暴力団関係事業者等であることにより、道が行う競争入札への参加を除外されていな

いこと。
　⑷�　当該調達をする物品等に関し、仕様書に記載の要件を満たしていることを証明した者

であること。
　⑸�　当該調達をする物品等に関し、迅速なアフターサービス・メンテナンス体制が整備さ

れていることを証明した者であること。
３　条件付一般競争入札参加資格の審査
　⑴�　この入札は、地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の５の２の規定によ

る条件付一般競争入札であるので、入札に参加しようとする者は、アからウまでに定め
るところにより、２の⑷及び⑸に掲げる資格を有するかどうかの審査を申請しなければ
ならない。

　　ア　申 請 の 時 期　�　令和８年４月３日（金）から同年５月12日（火）まで（日曜
日、土曜日及び国民の祝日に関する法律（昭和23年法律第178
号）に規定する休日を除く。）の毎日午前９時から午後５時ま
で

　　イ　申 請 の 方 法　�　申請書類の提出先の指示により作成した申請書類を提出しな
ければならない。

　　ウ　申請書類の提出先　　郵便番号 060－8588　札幌市中央区北３条西６丁目
　　　　　　　　　　　　　　北海道建設部住宅局住宅課
　⑵　審査を行ったときは、審査結果を申請者に通知する。
４　契約条項を示す場所
　　北海道建設部住宅局住宅課
５　入札執行の場所及び日時
　⑴　入 札 場 所　�　札幌市中央区北３条西６丁目　北海道庁本庁舎９階建築局入

札室（送付による場合は、郵便番号 060－8588　札幌市中央区
北３条西６丁目　北海道建設部住宅局住宅課）

　⑵　入 札 日 時　�　令和８年５月20日（水）午後１時30分（送付による場合
は、同月18日（月）までに必着）

　⑶　開 札 場 所　　⑴に同じ。
　⑷　開 札 日 時　　⑵に同じ。
６　入 札 保 証 金
　　平成16年北海道告示第448号の１の⑴による。
７　入札説明書の交付に関する事項
　⑴　交 付 場 所　　４に同じ。

　⑵　交 付 方 法　　⑴の場所で交付する。
　　　　　　　　　　　　　�　なお、郵送による交付を希望する場合は、Ａ４判用紙が入

る返信用封筒（宛先を明記したもの）及び重量100グラムに見
合う郵便料金に相当する郵便切手又は国際返信切手券を添え
て、契約に関する事務を担当する組織に申し込むこと。

　　　　　　　　　　　　　�　また、北海道建設部住宅局住宅課のホームページ（https://
www.pref.hokkaido.lg.jp/kn/jtk/index.html）においてダウン
ロードすることができる。

８　落札者の決定方法及び契約書作成の要否
　　平成16年北海道告示第448号の２の⑵及び３の⑴による。
９　落札者と契約の締結を行わない場合
　�　落札者が暴力団関係事業者等であることにより道が行う公共事業等から除外する措置を
講ずることとされた場合は、当該落札者とは契約の締結を行わない。

10　そ の 他
　�　平成16年北海道告示第448号の４の⑵、⑶、⑻、⑾、⑿及び⒁から⒃までによるほか、
次による。

　　契約に関する事務を担当する組織
　⑴　名 称　　北海道建設部住宅局住宅課
　⑵　所 在 地　　郵便番号 060－8588　札幌市中央区北３条西６丁目
　⑶　電 話 番 号　　011－231－4111　内線 29－530
11　Summary
　Ａ　Nature and quantity of the products to be procured : 
　　　Lease of Housing Management System Sever equipment 1 set
　Ｂ　�Bid tendering date and time : 1 : 30 P.M., May 20, 2026	

(If mailed, bids must arrive no later than 5 : 00 P.M., May 18, 2026）
　Ｃ　Contact : Housing Division, Bureau of Housing, Department of Construction,
　　　Hokkaido Government, Kita 3-jo Nishi 6-chome, Chuo-ku, Sapporo 060-8588 Japan
　　　Phone : 011-231-4111 Extension 29-530

総合振興局告示及び振興局告示

北海道渡島総合振興局告示第53号
　次のとおり一般競争入札により落札者を決定した。
　　令和８年４月３日
	 北海道渡島総合振興局長　本　田　　　晃
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１　落札に係る物品等の名称及び数量
　　乗用自動車の賃貸借（地域創生部地域政策課）　一式（１月当たりの単価）　１台分
２　落札を決定した日
　　令和８年３月23日
３　落札者の氏名及び住所
　⑴　氏 名　　函館スズキ販売株式会社　
　⑵　住 所　　函館市亀田本町37番６号
４　落札金額
　　38,500円
５　契約の相手方を決定した手続
　　一般競争入札
６　一般競争入札の公告
　　令和８年２月10日付け北海道渡島総合振興局告示第６号
７　契約に関する事務を担当する組織の名称及び所在地
　⑴　名 称　　北海道渡島総合振興局総務課
　⑵　所在地　　函館市美原４丁目６番16号

北海道留萌振興局告示第1005号　
　次のとおり一般競争入札により落札者を決定した。
　　令和８年４月３日
	 北海道留萌振興局長　川　畑　　　千
１　落札に係る物品等の名称及び数量
　⑴　入札番号１　乗用自動車の賃貸借（総務課）　一式（１月当たりの単価）	 １台分
　⑵　入札番号２　乗用自動車の賃貸借（産業振興部農務課）　一式（１月当たりの単価）

１台分
　⑶　入札番号３�　乗用自動車の賃貸借（産業振興部農村振興課）　一式（１月当たりの単

価）	 ２台分
　⑷　入札番号４�　乗用自動車の賃貸借（産業振興部農村振興課）　一式（１月当たりの単

価）	 １台分
　⑸　入札番号５�　乗用自動車の賃貸借（産業振興部農村振興課）　一式（１月当たりの単

価）	 １台分
　⑹　入札番号６　乗用自動車の賃貸借（産業振興部水産課）　一式（１月当たりの単価）

２台分
　⑺　入札番号７�　乗用自動車の賃貸借（留萌建設管理部建設行政室建設指導課）　一式

（１月当たりの単価）	 １台分

　⑻　入札番号８�　乗用自動車の賃貸借（留萌建設管理部建設行政室建設指導課）　一式
（１月当たりの単価）	 １台分

　⑼　入札番号９�　乗用自動車の賃貸借（保健福祉部社会福祉課）　一式（１月当たりの単
価）	 １台分

２　落札を決定した日
　　令和８年３月12日
３　落札者の氏名及び住所
　⑴　１の⑴及び⑸
　　ア　氏　名　　北海道自動車リース株式会社
　　イ　住　所　　札幌市白石区本通14丁目南５番15号
　⑵　１の⑵及び⑺から⑼まで
　　ア　氏　名　　株式会社トヨタレンタリース旭川
　　イ　住　所　　旭川市物流団地１条１丁目１番27号
　⑶　１の⑶及び⑹
　　ア　氏　名　　北海道リース株式会社
　　イ　住　所　　札幌市中央区南１条西10丁目３番地
　⑷　１の⑷
　　ア　氏　名　　株式会社サナダ自工
　　イ　住　所　　留萌市住之江町１丁目58番地
４　落札金額
　⑴　１の⑴　　46,220円
　⑵　１の⑵　　30,800円
　⑶　１の⑶　　94,800円
　⑷　１の⑷　　42,800円
　⑸　１の⑸　　48,850円
　⑹　１の⑹　　91,200円
　⑺　１の⑺　　30,900円
　⑻　１の⑻　　30,900円
　⑼　１の⑼　　30,800円
５　契約の相手方を決定した手続
　　一般競争入札
６　一般競争入札の公告
　　令和８年１月20日付け北海道留萌振興局告示第1002号
７　契約に関する事務を担当する組織の名称及び所在地
　⑴　名　称　　北海道留萌振興局総務課
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　⑵　所在地　　留萌市住之江町２丁目１番地２

北海道十勝総合振興局告示第1009号　
　次のとおり一般競争入札（以下「入札」という。）を実施する。
　なお、この入札に係る調達は、地方公共団体の物品等又は特定役務の調達手続の特例を定
める政令（平成７年政令第372号）の適用を受ける。
　　令和８年４月３日
	 北海道十勝総合振興局長　鈴　木　章　代
１　入札に付する事項　
　⑴�　調達をする物品等の名称及び数量
　　　乗用自動車の賃貸借（帯広建設管理部建設指導課）　一式（１月当たりの単価）

　１台分
　⑵　調達をする物品等の仕様等　　入札説明書による。
　⑶　契 約 期 間　　�令和８年12月15日から令和13年12月５日まで
　　　　　　　　　　　　　�　なお、この契約は、地方自治法（昭和22年法律第67号）第

234条の３に規定する長期継続契約であるので、この契約に要
する経費の歳入歳出予算の減額又は削除があった場合には、こ
の契約を解除することができる旨の特約を付している。

　⑷　納 入 場 所　　入札説明書による。
２　入札に参加する者に必要な資格
　　次のいずれにも該当すること。
　⑴　令和８年度に有効な道の競争入札参加資格のうち物品の賃貸借の資格を有すること。
　⑵　道が行う指名競争入札に関する指名を停止されていないこと。
　⑶�　暴力団関係事業者等であることにより、道が行う競争入札への参加を除外されてい    

ないこと。
　⑷�　当該調達をする物品等に関し、迅速なアフターサービス・メンテナンスの体制が整　  

備されていることを証明した者であること。
　⑸�　当該調達をする物品等に関し、要求仕様書に記載の要件を満たしていることを証明　  

した者であること。
３　条件付一般競争入札参加資格の審査
　⑴�　この入札は、地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の５の２の規定によ

る条件付一般競争入札であるので、入札に参加しようとする者は、アからウまでに定め
るところにより、２の⑷及び⑸に掲げる資格を有するかどうかの審査を申請しなければ
ならない。

　　ア　申 請 の 時 期　�　令和８年４月３日（金）から同年５月11日（月）まで（日曜

日、土曜日及び国民の祝日に関する法律（昭和23年法律第178
号）に規定する休日を除く。）の毎日午前９時から午後５時
（最終日は午後２時）まで

　　イ　申 請 の 方 法　�　申請書類の提出先の指示により作成した申請書類を提出しな
ければならない。

　　ウ　申請書類の提出先　　郵便番号 080－8588　帯広市東３条南３丁目１番地
　　　　　　　　　　　　　　北海道十勝総合振興局総務課需品係
　⑵　審査を行ったときは、審査結果を申請者に通知する。
４　契約条項を示す場所　　　　　　　　　　　
　　北海道十勝総合振興局総務課需品係
５　入札執行の場所及び日時
　⑴　入 札 場 所　�　帯広市東３条南３丁目１番地　十勝合同庁舎地下Ｓ会議室

（送付による場合は、郵便番号 080－8588　帯広市東３条南３
丁目１番地　北海道十勝総合振興局総務課需品係）

　⑵　入 札 日 時　�　令和８年５月15日（金）午後２時（送付による場合は、同月
14日（木）午後５時までに必着）

　⑶　開 札 場 所　　⑴に同じ。
　⑷　開 札 日 時　　⑵に同じ。
６　入 札 保 証 金　　　　　　　　　　
　　平成16年北海道告示第448号の１の⑴による。
７　一連の調達契約に関する事項
　�　この契約による調達後において調達が予定される物品等の名称、数量及びその入札の公
告の予定時期

　⑴　名 称 及 び 数 量　　乗用自動車　15台
　⑵　予 定 時 期　　令和９年２月下旬頃
８　入札説明書の交付に関する事項
　⑴　交 　 付 　 場 　 所　　４に同じ。
　⑵　交 　 付 　 方 　 法　　⑴の場所で交付する。
　　　　　　　　　　　　　�　なお、郵送による交付を希望する場合は、Ａ４判用紙が入

る返信用封筒（宛先を明記したもの）及び重量100グラムに見
合う郵便料金に相当する郵便切手又は国際返信切手券を添え
て、契約に関する事務を担当する組織に申し込むこと。

　　　　　　　　　　　　　�　また、北海道十勝総合振興局のホームページ（https://
www.tokachi.pref.hokkaido.lg.jp/ts/sum/kki/kaikei/nyusatu-
info.html）においてダウンロードすることができる。
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９　落札者の決定方法及び契約書作成の要否
　�　落札者の決定方法は次によることとし、契約書の作成は要する。（落札者は、落札決定
後速やかに契約の締結方法について、書面で行うか契約内容を記録した電磁的記録で行う
かを申し出ること。）
　�　北海道財務規則（昭和45年北海道規則第30号）第151条第１項の規定により定めた予定
価格（１月当たりの単価）の制限の範囲内で最低の価格（１月当たりの単価）をもって入
札（有効な入札に限る。）をした者を落札者とする。
　�　なお、再度の入札に付し落札者がないときは、地方自治法施行令第167条の２第１項第
８号の規定により随意契約によることとし、入札参加者のうち入札金額が最低である者か
ら見積書を徴する。　　　
10　落札者と契約の締結を行わない場合
　�　落札者が暴力団関係事業者等であることにより道が行う公共事業等から除外する措置を
講ずることとされた場合は、当該落札者とは契約の締結を行わない。
11　そ の 他
　�　平成16年北海道告示第448号の４の⑵､ ⑶､ ⑸､ ⑻､ ⑾、⑿及び⒁から⒃までによるほ
か、次による。
　　契約に関する事務を担当する組織
　⑴　名 称　　北海道十勝総合振興局総務課
　⑵　所 在 地　　郵便番号 080－8588　帯広市東３条南３丁目１番地
　⑶　電 話 番 号　　0155－27－8508
12 　Summary
　Ａ　Nature and quantity of the products to be procured : Lease of Car 1 set
　Ｂ　Bid tendering date and time : 2 : 00 P.M., May 15, 2026
　　　(If ｍailed, bids must arrive no later than 5 : 00 P.M., May 14, 2026)
　Ｃ　�Contact : Administrative Division, Tokachi General Subprefectural Bureau, Hokkaido 

Government, Higashi 3-jo Minami 3-chome 1, Obihiro, Hokkaido 080-8588 Japan
　　　Phone : 0155-27-8508

北海道十勝総合振興局告示第1010号　
　次のとおり一般競争入札（以下「入札」という。）を実施する。
　なお、この入札に係る調達は、地方公共団体の物品等又は特定役務の調達手続の特例を定
める政令（平成７年政令第372号）の適用を受ける。
　　令和８年４月３日
	 北海道十勝総合振興局長　鈴　木　章　代
１　入札に付する事項

　⑴　調達をする物品等の名称及び数量
　　　貨物兼乗用自動車（産業振興部南部・東部耕地出張所）　２台
　⑵　調達をする物品等の仕様等　仕様書による。
　⑶　納 入 期 限　　令和８年10月15日（木）
　⑷　納 入 場 所　　入札説明書による。
２　入札に参加する者に必要な資格
　　次のいずれにも該当すること。
　⑴　令和８年度に有効な道の競争入札参加資格のうち物品の購入の資格を有すること。
　⑵　道が行う指名競争入札に関する指名を停止されていないこと。
　⑶�　暴力団関係事業者等であることにより、道が行う競争入札への参加を除外されていな

いこと。
　⑷�　当該調達をする物品等に関し、仕様書に記載の要件を満たしていることを証明した者

であること。
３　条件付一般競争入札参加資格の審査
　⑴�　この入札は、地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の５の２の規定によ

る条件付一般競争入札であるので、入札に参加しようとする者は、アからウまでに定め
るところにより、２の⑷に掲げる資格を有するかどうかの審査を申請しなければならな
い。

　　ア　申 請 の 時 期　�　令和８年４月３日（金）から同年５月11日（月）まで（日曜
日、土曜日及び国民の祝日に関する法律（昭和23年法律第178
号）に規定する休日を除く。）の毎日午前９時から午後５時
（最終日は午後２時）まで

　　イ　申 請 の 方 法　�　申請書類の提出先の指示により作成した申請書類を提出しな
ければならない。

　　ウ　申請書類の提出先　　郵便番号 080－8588　帯広市東３条南３丁目１番地
　　　　　　　　　　　　　　北海道十勝総合振興局総務課需品係
　⑵　審査を行ったときは、審査結果を申請者に通知する。
４　契約条項を示す場所　　　　　　　　　　　
　　北海道十勝総合振興局総務課需品係
５　入札執行の場所及び日時
　⑴　入 札 場 所　�　帯広市東３条南３丁目１番地　十勝合同庁舎地下Ｓ会議室

（送付による場合は、郵便番号 080－8588　帯広市東３条南３
丁目１番地　北海道十勝総合振興局総務課需品係）

　⑵　入 札 日 時　�　令和８年５月15日（金）午後２時（送付による場合は、同月
14日（木）午後５時までに必着）

第６９６号令和８年（2026年）４月３日（金曜日） 9北　　海　　道　　公　　報



　⑶　開 札 場 所　　⑴に同じ。
　⑷　開 札 日 時　　⑵に同じ。
６　入 札 保 証 金　　　　　　　　　　
　　平成16年北海道告示第448号の１の⑴による。
７　一連の調達契約に関する事項
　�　この契約による調達後において調達が予定される物品等の名称、数量及びその入札の公
告の予定時期
　⑴　名 称 及 び 数 量　　乗用自動車　15台
　⑵　予 定 時 期　　令和９年２月下旬頃
８　入札説明書の交付に関する事項
　⑴　交 　 付 　 場 　 所　　４に同じ。
　⑵　交 　 付 　 方 　 法　　⑴の場所で交付する。
　　　　　　　　　　　　　�　なお、郵送による交付を希望する場合は、Ａ４判用紙が入

る返信用封筒（宛先を明記したもの）及び重量100グラムに見
合う郵便料金に相当する郵便切手又は国際返信切手券を添え
て、契約に関する事務を担当する組織に申し込むこと。

　　　　　　　　　　　　　�　また、北海道十勝総合振興局のホームページ（https://
www.tokachi.pref.hokkaido.lg.jp/ts/sum/kki/kaikei/nyusatu-
info.html）においてダウンロードすることができる。

９　落札者の決定方法及び契約書作成の要否
　　平成16年北海道告示第448号の２の⑵のア及び３の⑵による。
10　落札者と契約の締結を行わない場合
　�　落札者が暴力団関係事業者等であることにより道が行う公共事業等から除外する措置を
講ずることとされた場合は、当該落札者とは契約の締結を行わない。
11　そ の 他　　　　　　　　　　
　�　平成16年北海道告示第448号の４の⑵､ ⑶､ ⑸､ ⑻､ ⑾、⑿及び⒁から⒃までによるほ
か、次による。
　　契約に関する事務を担当する組織
　⑴　名 称　　北海道十勝総合振興局総務課
　⑵　所 在 地　　郵便番号 080－8588　帯広市東３条南３丁目１番地
　⑶　電 話 番 号　　0155－27－8508
12 　Summary
　Ａ　Nature and quantity of the products to be procured : Car 2 sets  
　Ｂ　Bid tendering date and time : 2 : 00 P.M., May 15, 2026
　　　(If ｍailed, bids must arrive no later than 5 : 00 P.M., May 14, 2026)

　Ｃ　�Contact : Administrative Division, Tokachi General Subprefectural Bureau, Hokkaido 
Government, Higashi 3-jo Minami 3-chome 1, Obihiro, Hokkaido 080-8588 Japan

　　　Phone : 0155-27-8508

北海道十勝総合振興局告示第1011号　
　次のとおり一般競争入札（以下「入札」という。）を実施する。
　なお、この入札に係る調達は、地方公共団体の物品等又は特定役務の調達手続の特例を定
める政令（平成７年政令第372号）の適用を受ける。
　　令和８年４月３日
	 北海道十勝総合振興局長　鈴　木　章　代
１　入札に付する事項　　　　　　　　　　
　⑴　調達をする物品等の名称及び数量
　　ア�　入札番号１　貨物兼乗用自動車（十勝農業改良普及センター十勝西部支所）　２台

（交換契約により貨物兼乗用自動車４台を契約の相手方に供し、貨物兼乗用自動車２
台を契約の相手方から調達する。）

　　イ�　入札番号２　貨物兼乗用軽自動車（十勝農業改良普及センター十勝北部支所）　１
台（交換契約により貨物兼乗用自動車１台を契約の相手方に供し、貨物兼乗用軽自動
車１台を契約の相手方から調達する。）

　　ウ�　入札番号３　貨物兼乗用自動車（十勝家畜保健衛生所）　１台（交換契約により貨
物兼乗用自動車１台を契約の相手方に供し、貨物兼乗用自動車１台を契約の相手方か
ら調達する。）

　　エ�　入札番号４　乗用自動車（森林室）　１台（交換契約により乗用自動車１台を契約
の相手方に供し、乗用自動車１台を契約の相手方から調達する。）

　　　アからエまでについては、それぞれの入札とする。
　⑵　調達をする物品等の仕様等　　仕様書による。
　⑶　納 入 期 限　
　　ア　⑴のア及びウ　令和８年10月15日
　　イ　⑴のイ　　　　令和８年９月15日
　　ウ　⑴のエ　　　　令和８年10月30日
　⑷　納 入 場 所　　入札説明書による。
２　入札に参加する者に必要な資格
　　次のいずれにも該当すること。
　⑴　令和８年度に有効な道の競争入札参加資格のうち物品の購入の資格を有すること。
　⑵　道が行う指名競争入札に関する指名を停止されていないこと。
　⑶�　暴力団関係事業者等であることにより、道が行う競争入札への参加を除外されていな
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いこと。
　⑷�　当該調達をする物品等に関し、仕様書に記載の要件を満たしていることを証明した者

であること。
３　条件付一般競争入札参加資格の審査
　⑴�　この入札は、地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の５の２の規定によ

る条件付一般競争入札であるので、入札に参加しようとする者は、アからウまでに定め
るところにより、２の⑷に掲げる資格を有するかどうかの審査を申請しなければならな
い。

　　ア　申 請 の 時 期　�　令和８年４月３日（金）から同年５月11日（月）まで（日曜
日、土曜日及び国民の祝日に関する法律（昭和23年法律第178
号）に規定する休日を除く。）の毎日午前９時から午後５時
（最終日は午後２時）まで

　　イ　申 請 の 方 法　�　申請書類の提出先の指示により作成した申請書類を提出しな
ければならない。

　　ウ　申請書類の提出先　　郵便番号 080－8588　帯広市東３条南３丁目１番地
　　　　　　　　　　　　　　北海道十勝総合振興局総務課需品係
　⑵　審査を行ったときは、審査結果を申請者に通知する。
４　契約条項を示す場所　　　　　　　　　　　
　　北海道十勝総合振興局総務課需品係
５　入札執行の場所及び日時
　⑴　入 札 場 所　�　帯広市東３条南３丁目１番地　十勝合同庁舎地下Ｓ会議室

（送付による場合は、郵便番号 080－8588　帯広市東３条南３
丁目１番地　北海道十勝総合振興局総務課需品係）

　⑵　入 札 日 時　�　令和８年５月15日（金）午後２時（送付による場合は、同月
14日（木）午後５時までに必着）

　⑶　開 札 場 所　　⑴に同じ。
　⑷　開 札 日 時　　⑵に同じ。
６　入 札 保 証 金　　　　　　　　　　
　　平成16年北海道告示第448号の１の⑴による。
７　一連の調達契約に関する事項
　�　この契約による調達後において調達が予定される物品等の名称、数量及びその入札の公
告の予定時期
　⑴　名 称 及 び 数 量　　乗用自動車　15台
　⑵　予 定 時 期　　令和９年２月下旬頃
８　入札説明書の交付に関する事項

　⑴　交 　 付 　 場 　 所　　４に同じ。
　⑵　交 　 付 　 方 　 法　　⑴の場所で交付する。
　　　　　　　　　　　　　�　なお、郵送による交付を希望する場合は、Ａ４判用紙が入

る返信用封筒（宛先を明記したもの）及び重量100グラムに見
合う郵便料金に相当する郵便切手又は国際返信切手券を添え
て、契約に関する事務を担当する組織に申し込むこと。

　　　　　　　　　　　　　�　また、北海道十勝総合振興局のホームページ（https://
www.tokachi.pref.hokkaido.lg.jp/ts/sum/kki/kaikei/nyusatu-
info.html）においてダウンロードすることができる。

９　落札者の決定方法及び契約書作成の要否
　　平成16年北海道告示第448号の２の⑵のア及び３の⑵による。
10　落札者と契約の締結を行わない場合
　�　落札者が暴力団関係事業者等であることにより道が行う公共事業等から除外する措置を
講ずることとされた場合は、当該落札者とは契約の締結を行わない。

11　そ の 他　　　　　　　　　　
　�　平成16年北海道告示第448号の４の⑵､ ⑶､ ⑺､ ⑻､ ⑾、⑿及び⒁から⒃までによるほ
か、次による。

　　契約に関する事務を担当する組織
　⑴　名 称　　北海道十勝総合振興局総務課
　⑵　所 在 地　　郵便番号 080－8588　帯広市東３条南３丁目１番地
　⑶　電 話 番 号　　0155－27－8508
12 　Summary
　Ａ　Nature and quantity of the products to be procured :
　　a　Exchange of Car 2 sets  
　　b　Exchange of Car 1 set
　　c　Exchange of Car 1 set
　　d　Exchange of Car 1 set
　Ｂ　Bid tendering date and time : 2 : 00 P.M., May 15, 2026
　　　(If ｍailed, bids must arrive no later than 5 : 00 P.M., May 14, 2026)
　Ｃ　�Contact：Administrative Division, Tokachi General Subprefectural Bureau, Hokkaido	

Government, Higashi 3-jo Minami 3-chome 1, Obihiro, Hokkaido 080-8588 Japan
　　　Phone : 0155-27-8508

道立旭川子ども総合療育センター告示
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北海道立旭川子ども総合療育センター告示第15号
　次のとおり一般競争入札により落札者を決定した。
　　令和８年４月３日
	 北海道立旭川子ども総合療育センター院長　田　中　　　肇
１　落札に係る特定役務の名称及び数量
　�　令和８年度北海道立旭川子ども総合療育センター庁舎清掃業務及び北海道旭川養護学校
庁舎清掃業務　一式
２　落札を決定した日
　　令和８年３月10日
３　落札者の氏名及び住所
　⑴　氏　名　　ブイファッション仙台株式会社
　⑵　住　所　　宮城県仙台市宮城野区原町５丁目８番47号
４　落札金額
　　31,900,000円
５　契約の相手方を決定した手続
　　一般競争入札
６　一般競争入札の公告
　　令和８年１月23日付け北海道立旭川子ども総合療育センター告示第１号
７　契約に関する事務を担当する組織の名称及び所在地
　⑴　名　称　　北海道立旭川子ども総合療育センター庶務課
　⑵　所在地　　旭川市春光台２条１丁目１番43号

道 立 病 院 局 告 示

北海道道立病院局告示第10号
　次のとおり一般競争入札により落札者を決定した。
　　令和８年４月３日
	 北海道病院事業管理者　井　上　聡　巳
１　落札に係る物品等の名称及び調達予定数量
　　Ａ重油（１リットル当たりの単価）　　1,174,000リットル
２　落札を決定した日
　　令和８年３月９日
３　落札者の氏名及び住所
　⑴　氏　名　　釧路アポロ石油株式会社
　⑵　住　所　　釧路市宝町２番２号

４　落札金額
　　96.20円
５　契約の相手方を決定した手続
　　一般競争入札
６　一般競争入札の公告
　　令和８年１月23日付け北海道道立病院局告示第１号
７　契約に関する事務を担当する組織の名称及び所在地
　⑴　名　称　　北海道道立病院局総務課
　⑵　所在地　　札幌市中央区北３条西７丁目

北海道道立病院局告示第11号
　次のとおり一般競争入札（以下「入札」という｡ ）を実施する。
　なお、この入札に係る調達は、地方公共団体の物品等又は特定役務の調達手続の特例を定
める政令（平成７年政令第372号）の適用を受ける。
　　令和８年４月３日
	 北海道病院事業管理者　井　上　聡　巳
１　入札に付する事項
　⑴　調達をする物品等の名称及び調達予定数量
　　ア　調達をする物品等の名称　　透析用剤（Ｄドライ透析剤2.5Ｓ ２瓶１組×４組）
　　　　　　　　　　　　　　　　ほか285品目（１包装当たりの単価）
　　イ　調 達 予 定 数 量　　入札説明書及び仕様書による。
　　　　　　　　　　　　　　　　　286品目については、それぞれの入札とする。
　⑵　調達をする物品等の仕様等　　入札説明書及び仕様書による｡
　⑶　契 　約　 期　 間　　令和８年６月１日から令和８年９月30日まで
　⑷　納　 入　 場　 所　　入札説明書による｡
２　入札に参加する者に必要な資格
　　次のいずれにも該当すること。
　⑴　令和８年度に有効な道の競争入札参加資格のうち物品の購入の資格を有すること。
　⑵　道が行う指名競争入札に関する指名を停止されていないこと。
　⑶�　暴力団関係事業者等であることにより、道が行う競争入札への参加を除外されていな

いこと。
　⑷�　医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の確保等に関する法律（昭和35年法律

第145号）第24条第１項に規定する卸売販売業の許可を受けていること。
３　条件付一般競争入札参加資格の審査
　⑴�　この入札は、地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の５の２の規定によ
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る条件付一般競争入札であるので、入札に参加しようとする者は、アからウまでに定め
るところにより、２の⑷に掲げる資格を有するかどうかの審査を申請しなければならな
い。

　　ア　申 請 の 時 期　�　令和８年４月３日（金）から同年５月１日（金）まで（日曜
日、土曜日及び国民の祝日に関する法律（昭和23年法律第178
号）に規定する休日を除く。）の毎日午前９時から午後５時ま
で

　　イ　申 請 の 方 法　�　申請書類の提出先の指示により作成した申請書類を提出しな
ければならない。

　　ウ　申請書類の提出先　　郵便番号 060－8588　札幌市中央区北３条西７丁目
　　　　　　　　　　　　　　北海道道立病院局経営企画課
　⑵　審査を行ったときは、審査結果を申請者に通知する。
４　契約条項を示す場所
　　北海道道立病院局経営企画課
５　入札執行の場所及び日時
　⑴　入 札 場 所　�　札幌市中央区北３条西７丁目　北海道庁別館４階道立病院局

会議室（送付による場合は、郵便番号 060－8588　札幌市中央
区北３条西７丁目　北海道道立病院局経営企画課）

　⑵　入 札 日 時　�　令和８年５月14日（木）午前９時30分（送付による場合
は、同月13日（水）までに必着）

　⑶　開 札 場 所　　⑴に同じ。
　⑷　開 札 日 時　　⑵に同じ。
６　入 札 保 証 金　　　　　　　　　 
　　平成16年北海道告示第448号の１の⑴による。
７　入札説明書の交付に関する事項
　⑴　交 付 場 所　　４に同じ。
　⑵　交 付 方 法　　⑴の場所で交付する。
　　　　　　　　　　　　　�　なお、北海道道立病院局のホームページ（https://www.pref.

hokkaido.lg.jp/db/bkk/a0002/b0001/）においてダウンロード	
することができる。

８　落札者の決定方法及び契約書作成の要否
　　落札者の決定方法は次によることとし、契約書の作成は要する。
　�　品目ごとに落札者を決定することとし、有効な入札をした者のうち、入札金額（単
価）が北海道道立病院局財務規程（平成29年北海道病院事業管理規程第18号）第242条の
規定によりその例によることとされる北海道財務規則（昭和45年北海道規則第30号）第

151条第１項の規定により定めた予定価格（単価）の制限の範囲内であって、かつ、最低
の価格（単価）であるものを落札者とする。

９　落札者と契約の締結を行わない場合
　�　落札者が暴力団関係事業者等であることにより、道が行う公共事業等から除外する措　　
置を講ずることとされた場合は、当該落札者とは契約の締結を行わない。

10　そ の 他　　　　　　　　　 
　�　平成16年北海道告示第448号の４の⑵､ ⑶､ ⑹､ ⑻､ ⑾､ ⑿及び⒁から⒃までによるほ
か、次による。

　　契約に関する事務を担当する組織
　⑴　名 　 　 称　　北海道道立病院局経営企画課
　⑵　所 在 地　　郵便番号 060－8588　札幌市中央区北３条西７丁目
　⑶　電 話 番 号　　011－204－5295
11　Summary                                                               
　A　�Nature and quantity of the products to be procured : Internal medicines and so on 

286 items
　B�　Bid tendering date and time : 9 : 30 A.M., May 14, 2026
　　（If mailed, bids must arrive no later than May 13, 2026）
　C　�Contact：Bureau of Prefectural Hospitals, Hokkaido Government, Kita 3-jo Nishi	

7-chome, Chuo-ku, Sapporo 060-8588 Japan   
　　  Phone : 011-204-5295

道 教 育 庁 教 育 局 告 示

北海道教育庁胆振教育局告示第24号
　次のとおり一般競争入札により落札者を決定した。
　　令和８年４月３日
	 北海道教育庁胆振教育局長　田　口　範　人
１　落札に係る物品等の名称及び調達予定数量　　　
　⑴　Ａ重油（苫小牧Ａ・白老地区）（１リットル当たりの単価）　81,000リットル
　⑵　Ａ重油（苫小牧Ｂ地区）（１リットル当たりの単価）	 186,000リットル
２　落札を決定した日
　　令和８年３月24日
３　落札者の氏名及び住所
　⑴　氏　名　　株式会社たいせい
　⑵　住　所　　苫小牧市字錦岡80番地16
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４　落札金額
　⑴　１の⑴　　110円50銭
　⑵　１の⑵　　110円50銭
５　契約の相手方を決定した手続
　　一般競争入札
６　一般競争入札の公告
　　令和８年２月６日付け北海道教育庁胆振教育局告示第１号
７　契約に関する事務を担当する組織の名称及び所在地
　⑴　名　称　　北海道教育庁胆振教育局道立学校運営支援室
　⑵　所在地　　室蘭市海岸町１丁目４番１号
　
北海道教育庁オホーツク教育局告示第20号
　次のとおり一般競争入札により落札者を決定した。
　　令和８年３月26日
	 北海道教育庁オホーツク教育局長　松　橋　　　朗
１　落札に係る物品等の名称及び調達予定数量
　　オホーツク管内道立学校で使用する電力
　⑴　基本料金（契約電力１kW当たりの単価）	 25校	 1,614kW
　⑵　電力量料金（使用電力量１kWh当たりの単価）　　25校　3,440,623kWh
２　落札を決定した日
　　令和８年３月19日
３　落札者の氏名及び住所
　⑴　氏　名　　エフビットコミュニケーションズ株式会社
　⑵　住　所　　京都府京都市南区東九条室町23番地
４　落札金額
　⑴　１の⑴　　465円93銭
　⑵　１の⑵　　 23円40銭
５　契約の相手方を決定した手続
　　一般競争入札
６　一般競争入札の公告
　　令和８年２月６日付け北海道教育庁オホーツク教育局告示第５号
７　契約に関する事務を担当する組織の名称及び所在地
　⑴　名　称　　北海道教育庁オホーツク教育局道立学校運営支援室
　⑵　所在地　　網走市北７条西３丁目
　

北海道教育庁釧路教育局告示第26号
　次のとおり一般競争入札により落札者を決定した。
　　令和８年４月３日
	 北海道教育庁釧路教育局長　伊　藤　直　人
１　落札に係る物品等の名称及び数量
　　釧路管内道立学校で使用する電力
　⑴　基本料金（契約電力１kW当たりの単価）	 13校	 1,036kW
　⑵　電力量料金（使用電力量１kWh当たりの単価）　　13校　2,271,725kWh
２　落札を決定した日
　　令和８年３月10日
３　落札者の氏名及び住所
　⑴　氏　名　　エフビットコミュニケーションズ株式会社
　⑵　住　所　　京都府京都市南区東九条室町23番地
４　落札金額
　⑴　１の⑴　　457円85銭
　⑵　１の⑵　　  23円40銭
５　契約の相手方を決定した手続
　　一般競争入札
６　一般競争入札の公告
　　令和８年１月23日付け北海道教育庁釧路教育局告示第２号
７　契約に関する事務を担当する組織の名称及び所在地
　⑴　名　称　　北海道教育庁釧路教育局道立学校運営支援室
　⑵　所在地　　釧路市浦見２丁目１番１号

道 警 察 本 部 告 示

北海道警察本部告示第198号
　地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の５第１項の規定により、一般競争入
札に参加する者に必要な資格を定めた。
　なお、この資格に係る調達は、地方公共団体の物品等又は特定役務の調達手続の特例を定
める政令（平成７年政令第372号）の適用を受ける。
　　令和８年４月３日
	 北海道警察本部長　友　井　昌　宏
１　資格及び調達をする特定役務の種類
　�　令和８年度において道が締結しようとする⑴に定める契約に係る一般競争入札に参加す
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る者に必要な資格は、⑵に定めるものとし、当該契約により調達をする地方公共団体の物
品等又は特定役務の調達手続の特例を定める政令第２条第４号に規定する特定役務の種類
は、⑶に定めるものとする。

　⑴　契 約　�　令和８年４月３日に一般競争入札の公告を行うエアバス・ヘ
リコプターズ式 EC135P3型機体（ぎんれい２号）３年定期点
検の委託契約

　⑵　資 格　�　エアバス・ヘリコプターズ式 EC135P3型機体（ぎんれい２
号）３年定期点検の委託契約に関する資格

　⑶　特 定 役 務 の 種 類　�　エアバス・ヘリコプターズ式 EC135P3型機体（ぎんれい２
号）３年定期点検

２　資 格 要 件　　　　　　　　　　
　　平成16年北海道告示第447号の１の⑴、⑶及び⑸から⑼までによるほか、次による。
　⑴�　過去５年間（令和３年度以降）において、１の⑴に定める契約と種類及び規模をほぼ

同じくする契約を締結し、かつ、誠実に履行した者であること。
　⑵�　航空機製造事業法施行規則（昭和29年通商産業省令第52号）第５条第２号トに規定す

る区分の事業について、航空機製造事業法（昭和27年法律第237号）第２条の２による
事業許可を受け、同法第９条第１項による航空機修理方法認可証（総重量３トン以上の
回転翼航空機エアバス・ヘリコプターズ式 EC135P3型に係るもの）を受けている者で
あること。

　⑶�　製造者のエアバス・ヘリコプターズ社からエアバス・ヘリコプターズ式 EC135P3型
のメンテナンス＆リペアーセンターとして認定を受けている者であること。

　⑷�　航空法（昭和27年法律第231号）第20条第１項第３号及び第４号の規定により認定
（エアバス・ヘリコプターズ式 EC135P3型に係るもの）を受けた認定事業場を有する
者であること。

３　資 格 要 件 の 特 例　　　　　　　　　　
　　平成16年北海道告示第447号の２の⑶による。
４　資格審査の申請の時期、申請書類の入手方法及び申請の方法
　⑴　申 請 の 時 期　�　資格審査の申請は、令和８年４月３日（金）から同年５月 

７日（木）まで（日曜日、土曜日及び国民の祝日に関する法律
（昭和23年法律第178号）に規定する休日を除く。）の毎日午
前９時から午後５時までの間にしなければならない。

　⑵　申請書類の入手方法　�　資格に関する事務を担当する組織で交付する。
　　　　　　　　　　　　　�　なお、郵送による交付を希望する場合は、Ａ４判用紙が入

る返信用封筒（宛先を明記したもの）及び重量100グラムに見
合う郵便料金に相当する郵便切手又は国際返信切手券を添え

て、資格に関する事務を担当する組織に申し込むこと。
　　　　　　　　　　　　　�　また、北海道警察本部のホームページ（https://www.police.

pref.hokkaido.lg.jp/info/soumu/sisetu/sisetuka.html）において
ダウンロードすることができる。

　⑶　申 請 の 方 法　�　資格審査の申請は、資格に関する事務を担当する組織に、当
該担当する組織の指示により作成した申請書類を提出すること
により行わなければならない。

５　�資格審査の再申請並びに資格の有効期間及び当該有効期間の更新手続並びに資格の喪失
平成16年北海道告示第447号の３の⑴及び⑵、４の⑴及び⑶並びに５の⑵による。

６　そ の 他　　　　　　　　　　
　�　２の⑴に定める「１の⑴に定める契約と種類及び規模をほぼ同じくする契約」とは、履
行額が4,000万円以上のヘリコプターの修理、改造又は整備に係る契約をいう。

７　資格に関する事務を担当する組織
　⑴　名　　　　　　　　称　　北海道警察本部総務部施設課 
　⑵　所 在 地　　郵便番号 060－8520　札幌市中央区北２条西７丁目
　⑶　電 話 番 号　　011－251－0110　内線　2301
　
北海道警察本部告示第199号
　次のとおり一般競争入札（以下「入札」という。）を実施する。
　なお、この入札に係る調達は、地方公共団体の物品等又は特定役務の調達手続の特例を定
める政令（平成７年政令第372号）の適用を受ける。
　　令和８年４月３日
	 北海道警察本部長　友　井　昌　宏
１　入札に付する事項　　　　　　　　　　
　⑴　調達をする特定役務の名称及び数量
　　　エアバス・ヘリコプターズ式EC135P3型機体（ぎんれい２号）３年定期点検　一式
　⑵　調達をする特定役務の仕様等　　入札説明書及び仕様書による。
　⑶　契 約 期 間　　契約締結日の翌日から令和８年10月２日まで
　⑷　履 行 場 所　　北海道と受注者が協議した場所
２　入札に参加する者に必要な資格
　�　令和８年北海道警察本部告示第198号に規定するエアバス・ヘリコプターズ式EC135P3
型機体（ぎんれい２号）３年定期点検の委託契約に関する資格を有すること。

３　契約条項を示す場所　　　　　　　　　　
　　北海道警察本部総務部施設課 
４　入札執行の場所及び日時
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　⑴　入 札 場 所　�　札幌市中央区北２条西７丁目　北海道警察本部１階入札会場
（送付による場合は、郵便番号 060－8520　札幌市中央区北２
条西７丁目　北海道警察本部総務部施設課）

　⑵　入 札 日 時　�　令和８年５月14日（木）午後１時30分（送付による場合
は、同月13日（水）までに必着）

　⑶　開 札 場 所　　⑴に同じ。
　⑷　開 札 日 時　　⑵に同じ。
５　入 札 保 証 金　　　　　　　　　　
　　平成16年北海道告示第448号の１の⑴による。
６　入札説明書の交付に関する事項
　⑴　交 付 場 所　　３に同じ。
　⑵　交 付 方 法　　⑴の場所で交付する。
　　　　　　　　　　　　　�　なお、郵送による交付を希望する場合は、Ａ４判用紙が入

る返信用封筒（宛先を明記したもの）及び重量100グラムに見
合う郵便料金に相当する郵便切手又は国際返信切手券を添え
て、契約に関する事務を担当する組織に申し込むこと。

　　　　　　　　　　　　　�　また、北海道警察本部のホームページ（https://www.police. 
pref.hokkaido.lg.jp/info/soumu/sisetu/sisetuka.html）において
ダウンロードすることができる（仕様書を除く。）。

７　落札者の決定方法及び契約書作成の要否
　　平成16年北海道告示第448号の２の⑴のア及び３の⑵による。
８　落札者と契約の締結を行わない場合
　�　落札者が暴力団関係事業者等であることにより道が行う公共事業等から除外する措置を
講ずることとされた場合は、当該落札者とは契約の締結を行わない。
９　そ の 他　　　　　　　　　　
　�　平成16年北海道告示第448号の４の⑵、⑶、⑸、⑻、⑾及び⒁から⒃までによるほか、
次による。
　　契約に関する事務を担当する組織
　⑴　名 称　　北海道警察本部総務部施設課
　⑵　所 在 地　　郵便番号 060－8520　札幌市中央区北２条西７丁目
　⑶　電 話 番 号　　011－251－0110　内線　2301
10　Summary
　Ａ　�Nature and quantity of the services to be procured : Airbus helicopters model 

EC135P3 (Ginrei-Ⅱ ) 3-years periodic inspection repair services
　Ｂ　Bid tendering date and time : 1 : 30 P.M., May 14, 2026

　　　(If mailed, bids must arrive no later than May 13, 2026)
　Ｃ　�Contact : Facilities Division, General Affairs Department, Hokkaido Prefectural 

Police Headquarters, Kita 2-jo Nishi 7-chome, Chuo-ku, Sapporo 060-8520 Japan
　　　Phone : 011-251-0110　Extension 2301
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